
 1 

 2 

本リスク評価書簡易版は、議論継続中の 

有害性評価値を基にした暫定版である 
 3 

優先評価化学物質のリスク評価（一次） 4 

生態影響に係る評価Ⅱ 5 

リスク評価書簡易版 6 

 7 

 8 

α－（ノニルフェニル）－ω－ヒドロキシポリ（オキシ9 

エチレン）（別名ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフ10 

ェニルエーテル） 11 

 12 

優先評価化学物質通し番号 86 13 

 14 

  15 
 16 

 17 
 18 

 19 

 20 

平成 30 年 3 月 21 

 22 
 23 



1 

評価の概要について 1 

１ 評価対象物質・試験対象物質及びリスク評価の方針について 2 

優先通し番号 86「α－（ノニルフェニル）－ω－ヒドロキシポリ（オキシエチレン）（別名ポ3 

リ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル）」（以下、「NPE」という。）は、エチレンオキ4 

シド（EO）の平均付加モル数、ノニル基の炭素鎖構造及びノニル基の芳香環への置換位置の組み5 

合わせにより、様々な構造を有する。また、NPEは環境中で生分解により、より短いエチレンオ6 

キシド鎖を有する NPEやノニルフェノールに分解される。そのため評価対象物質等について実態7 

調査や検討を行い、親化合物と変化物のそれぞれについて評価対象物質とリスク評価の方針を設8 

定した。親化合物の評価対象物質とリスク評価方針を表 1に、変化物のそれを表 2示す。変化物9 

の評価対象物質は NPE2、NPE1、NPとした（平均 EOの付加モル数 nの NPEを NPEn と表記、10 

NPはノニルフェノール）。 11 
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表 1 NPE の親化合物の評価対象物質・試験対象物質及びリスク評価の方針 13 

 化学構造上の項目 

設定事項 内訳・補足 EO 付加モル数 ノニル基の構造 ノニル基の置換位置 

優先評価化学物

質の指定単位 
 

1 以上で特定 

なし 
特定なし 特定なし 

評価対象物質 

親化合物 

「ポリ（オキシエチレン）＝ノ

ニルフェニルエーテル」 

3 以上 

平均付加モル数 

9～10 

特定しない 
o-, p-異性体 

又は特定しない 

試験対象物質 

（評価対象物質に

最も関連性

Relevance がある

既知見データの試

験等の対象物質） 

物理化学的性状等 

9 または 10 

（実測がない場合に

は 9 で推計） 

直鎖/分岐区別なし

（実測がない 

場合には分岐で推

計） 

p-、o-または 

特定なし（実測がない

場合には 

p 位で推計） 

有害性情報 

3 以上について収集

し、信頼性があり、

最も毒性値が小さ

いデータを選定 

直鎖/分岐区別なし 特定なし 

リスク評価の方針 

有害性評価 

・3以上について収集し、信頼性があり最も毒性値が小さいデータ

をキーデータとして選定 

・傍証として信頼性が低いデータも利用し、EO 付加モル数による

毒性傾向を把握 

・評価結果に応じて付加モル数別環境中での存在状況を加味し

た PNEC の補正などを検討 

暴

露

評

価 

シミュレーション 
物化性状等は上記で、排出量については PRTR 排出量を使用す

るため区別なし 

環境モニタリング 
3～15 の付加モル

数別 
区別なし（要調査等） 

リ

ス

ク

評

価 

シミュレーション 
評価対象物質の環境中濃度、有害性評価値と想定して

PEC/PNEC 値を推計 

環境モニタリング 

・3～15 の付加モル数別の濃度を合算して有害性評価値と比較 

・リスクが懸念された地点については、付加モル数別の

PEC/PNEC 推計も検討 

 14 
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表 2 NPE の変化物の評価対象物質・試験対象物質及びリスク評価の方針 1 

 化学構造上の項目 

設定事項 内訳・補足 EO 付加モル数 ノニル基の構造 ノニル基の置換位置 

優先評価化学物

質の指定単位 
 

1 以上で特定 

なし 
特定なし 特定なし 

評価対象物質 
変化物 

「NPE2, NPE1, NP」 
0, 1, 2 特定しない 特定しない 

試験対象物質 

（評価対象物質に

最も関連性

Relevance がある

既知見データの試

験等の対象物質） 

物理化学的性状等 

0, 1, 2 

(暴露シミュレーショ

ンを行わないので、

底生生物の有害性

評価用に logP, Koc

データのみ収集) 

特定しない 特定しない 

有害性情報 0, 1, 2 直鎖/分岐区別なし 特定なし 

リスク評価の方針 

有害性評価 PNEC は NPE（NPE2 と NPE1）で１つ、NP で１つの合計 2 つ導出 

暴

露

評

価 

シミュレーション 実施しない 

環境モニタリング 

1, 2 のデータ 区別なし（要調査等） 

NP のデータ 
分岐 

（生活環境項目等） 

p 位のみ 

（生活環境項目等） 

リ

ス

ク

評

価 

シミュレーション 実施しない 

環境モニタリング 

・NPE2 と NPE1：付加モル数 1, 2 のモニタリングデータを合算した

PEC と PNEC を比較 

・NP：NP のモニタリングデータ（PEC）と PNEC を比較 

 2 

評価対象物質（親化合物）の主成分構造等を表 3、評価対象物質（変化物）の構造等を表 4、3 

表 5、表 6に示す。 4 

 5 

表 3 評価対象物質（親化合物：NPE）の主成分構造等 6 

 
 

又は 

 

評価対象物質名称 

α－（ノニルフェニル）－ω－ヒドロキシポリ（オキシエチレ

ン）（別名ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル） 
エチレンオキシドの平均付加モル数は 9～10（ただし付加モル数
は 3以上） 

分子式 C33H60O10又は C35H64O11 

CAS登録番号 
26571-11-9 (n = 9) 
27177-08-8 (n = 10)など 

 7 
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 1 

表 4 評価対象物質（変化物：NPE2）の構造等 2 

 

 

評価対象物質名称 ノニルフェノールジエトキシレート 

分子式 C19H32O3 

CAS登録番号 20427-84-3など 

 3 

表 5 評価対象物質（変化物：NPE1）の構造等 4 

 

 

評価対象物質名称 ノニルフェノールモノエトキシレート 

分子式 C17H28O2 

CAS登録番号 104-35-8など 

 5 

表 6 評価対象物質（変化物：NP）の構造等 6 

 

 

評価対象物質名称 ノニルフェノール 

分子式 C15H24O 

CAS登録番号 25154-52-3など 

 7 

  8 
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２ 物理化学的性状、濃縮性及び分解性について 1 

２-１ 親化合物（NPE） 2 

本評価で用いた NPE（親化合物）の物理化学的性状、濃縮性及び分解性は表 7及び表 8のとお3 

り。なお、表中の下線部は、評価Ⅱにおいて精査した結果、評価Ⅰから変更した値を示している。 4 

 5 

表 7 モデル推計に採用した物理化学的性状等データのまとめ（NPE（親化合物））1) 6 

項目 単位 採用値 詳細 
評価 Iで用い

た値(参考) 

分子量 － 616.81 NPE9 の値 264.41 

融点 ℃ 2.82), 10), 11) 測定値か推定値か不明な値 2.82) 

沸点 ℃ (634) 3) MPBPVP による推計値 369.643) 

蒸気圧 Pa 6.7×10-13 3) MPBPVP による推計値 994) 

水に対する溶解度 mg/L (1×106) 6), 11) 

水に可溶とみなす 

ただし臨界ミセル濃度は 49.6 

mg/L14) 

1.53×105 4) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ (3.2) 3) KOWWIN による推計値 3.74) 

ヘンリー係数 
Pa･

m3/mol 
4.0×10-17 3) HENRYWIN による推計値 2.48×10-4 5) 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 610012) 

河川の底質 7地点における測

定値に基づき算出 
6.12), 5), 6) 

生物濃縮係数(BCF) L/kg 11.413) 濃縮度試験における測定値 1.47) 

生物蓄積係数(BMF) － 18) logPow と BCF から設定 18) 

解離定数(pKa) － －6) 解離性の基を有さない物質 －9) 

1) 平成 29年度第 3回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー会議7 
（平成 29年 11月 28日）で了承された値 8 
2) MOE (2006)    8) MHLW, METI, MOE (2014) 9 
3) EPI Suite (2012)    9) 評価 Iにおいては解離定数は考慮しない 10 
4) ECHA     10) Canada (2001) 11 
5) HSDB     11) AIST (2004) 12 
6) NITE (2005a)    12) Urano (1984) 13 
7) MITI (1982)    13) MITI (1979) 14 
14) Australia (2017) 15 
括弧内はモデルを動かすための参考値であることを示す。 16 
 17 

表 8 分解に係るデータのまとめ（NPE（親化合物））1) 18 

項目 
半減期 

(日) 
詳細 

大気 

大気における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

OH ラジカルとの反応 0.10 

AOPWIN (V.1.92)2)により推計。反応

速度定数の推定値から、OH ラジカ

ル濃度を 5×105 molecule/cm3とし

て算出 

オゾンとの反応 NA  
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項目 
半減期 

(日) 
詳細 

硝酸ラジカルとの反応 NA  

水中 

水中における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

生分解 6.1 

静的ダイアウェイ試験で求めた表層

0.5m 地点の分解速度を用いてアレ

ニウスプロットで求めた 20℃の値 3) 

加水分解 - 加水分解の基を持たない 4) 

光分解 NA  

土壌 

土壌における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

生分解 6.1 水中生分解半減期の値と仮定 

加水分解 - 水中加水分解の項参照 

底質 

底質における総括分解半減期 NA  

機序別の

半減期 

生分解 25 水中生分解半減期の 4倍と仮定 

加水分解 - 水中加水分解の項参照 

1) 平成 29年度第 3回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュ1 
ー会議（平成 29年 11月 28日）で了承された値 2 
2) EPI Suite(2012) 3 
3) Kveštak (1995)  4 
4) HSDB 5 
NA:情報が得られなかったことを示す 6 

 7 

２-２ 変化物（NPE2、NPE1、NP） 8 

NPE2、NPE1、NPの物理化学的性状等はそれぞれ表 9、表 10、表 11のとおり。なお、暴露評9 

価は環境モニタリングデータを用いて行い、シミュレーションを行わないので底生生物の有害性10 

評価用に logPow、Kocデータのみ収集した。 11 

 12 

表 9 底生生物の評価に採用した logPow と Koc のまとめ（NPE2）1) 13 

項目 単位 採用値 詳細 
評価 Iで用いた

値(参考) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ 4.21 20.5℃での実測値 2) － 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 640 推計値 3) － 

1) 平成 29年度第 3回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー14 
会議（平成 29年 11月 28日）で了承された値 15 
2) Ahel (1993)                3) EPI Suite (2012) 16 

 17 

表 10 底生生物の評価に採用した logPow と Koc のまとめ（NPE1）1) 18 

項目 単位 採用値 詳細 
評価 Iで用いた

値(参考) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ 4.17 20.5℃での実測値 2) － 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 750 推計値 3) － 
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1) 平成 29年度第 3回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー1 
会議（平成 29年 11月 28日）で了承された値 2 
2) Ahel (1993)                3) EPI Suite (2012) 3 

 4 

表 11 底生生物の評価に採用した logPow と Koc のまとめ（NP）1) 5 

項目 単位 採用値 詳細 
評価 I で用い

た値(参考) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙと水との間

の分配係数(logPow) 
－ 5.28 3 つの値の算術平均値 2)- 11) － 

有機炭素補正土壌吸

着係数(Koc) 
L/kg 1.0×104 推計値 12) － 

1) 平成 29年度第 3回優先評価化学物質のリスク評価に用いる物理化学的性状、分解性、蓄積性等のレビュー6 
会議（平成 29年 11月 28日）で了承された値 7 
2) SIDS (2001)                 8) Itokawa (1989) 8 
3) Ahel (1993)                 9) PhysProp 9 
4) Canada (2001)                10) HSDB 10 
5) AIST (2004)                 11) ECHA 11 
6) Mackay (2006)                12) EPI Suite (2012) 12 
7) NITE (2005b) 13 

 14 

 15 

  16 
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３ 排出源情報 1 

本評価で用いた化審法届出情報及び PRTR届出情報等は図 １～図 ２及び表 12～表 13のとお2 

り。製造輸入数量は減少傾向(図 １：化審法届出情報)であり、PRTR 制度に基づく排出・移動量3 

も減少傾向である（図 ２）。 4 

 5 

 6 
図 １ 化審法届出情報 7 

 8 

表 12 化審法届出情報に基づく評価Ⅱに用いる出荷数量と推計排出量（平成 27 年度） 9 
用途番号

-詳細用

途番号 

用途分類 詳細用途分類 
出荷数量 

（トン／年） 

推計排出量 

（トン／年）※ 

 製造   0.36 (0.36) 

01-a 中間物 合成原料、重合原料、前駆重合体 293 0.32 (0.29) 

10-c 化学プロセス調節剤 乳化剤、分散剤 120 0.24 (0.24) 

12-a 水系洗浄剤 1 《工業用途》 石鹸、洗剤（界面活性剤） 812 41 (41) 

13-a 
水系洗浄剤 2 《家庭用・業務用

の用途》 

石鹸、洗剤、ウインドウォシャー液（界面

活性剤） 
35 35 (35) 

14-b 
ワックス（床用、自動車用、皮革

用等） 
乳化剤、分散剤 4 4 (4) 

15-g 
塗料、コーティング剤[プライマー

を含む] 

皮張り防止剤、増粘剤、消泡剤、ブロッ

キング防止剤、平滑剤、導電性改良剤 
3 0.23 (0.11) 

15-h 
塗料、コーティング剤[プライマー

を含む] 

乳化剤、分散剤、濡れ剤、浸透剤、表面

調整剤、造膜助剤 
638 48 (24) 

16-g 

印刷インキ、複写用薬剤（トナー

等）[筆記用具、レジストインキ用

を含む] 

乳化剤、分散剤、濡れ剤、浸透剤、造膜

助剤 
12 0.014 (0.013) 

18-b 
殺生物剤 1[成形品に含まれ出

荷されるもの] 
展着剤、乳化剤 84 0.93 (0.29) 

19-d 
殺生物剤 2[工程内使用で成形

品に含まれないもの] 《工業用
展着剤、乳化剤 33 2 (2) 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

輸入数量 194 508 574 1, 150 832 859

製造数量 5, 590 4, 439 4, 177 4, 162 4072 3, 612

0

1, 000

2, 000

3, 000

4, 000

5, 000

6, 000

7, 000

製
造
・
輸
入
量
(ト
ン
/
年
)
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用途番号

-詳細用

途番号 

用途分類 詳細用途分類 
出荷数量 

（トン／年） 

推計排出量 

（トン／年）※ 

途》 

20-f 
殺生物剤 3 《家庭用・業務用の

用途》 
展着剤、乳化剤 112 17 (11) 

23-f 接着剤、粘着剤、シーリング材 表面調整剤、分散剤 47 0.052 (0.052) 

25-k 
合成繊維、繊維処理剤[不織布

処理を含む] 

紡糸・紡績・織編油剤、紡糸・紡績・織編

油助剤 
5 0.55 (0.5) 

25-l 
合成繊維、繊維処理剤[不織布

処理を含む] 

洗浄剤、精練洗浄剤（ソーピング剤）、潤

滑剤 
522 104 (104) 

25-o 
合成繊維、繊維処理剤[不織布

処理を含む] 

均染剤、浸透剤、促染剤（染色助剤）、媒

染剤、捺染用糊剤 
4 0.8 (0.8) 

25-p 
合成繊維、繊維処理剤[不織布

処理を含む] 
乳化剤、分散剤、消泡剤 87 17 (17) 

26-k 紙・パルプ薬品 
乳化剤、分散剤、消泡剤、脱墨剤、洗浄

剤 
15 0.3 (0.3) 

27-c 
プラスチック、プラスチック添加

剤、プラスチック加工助剤 
可塑剤、分散剤 566 0.35 (0.068) 

27-d 
プラスチック、プラスチック添加

剤、プラスチック加工助剤 
安定化剤（酸化防止剤等） 60 1 (0.97) 

27-j 
プラスチック、プラスチック添加

剤、プラスチック加工助剤 
外部滑剤、外部離型剤 5 0.0031 (0.0006) 

28-g 
合成ゴム、ゴム用添加剤、ゴム

用加工助剤 

ラテックス凝固剤、乳化剤、分散剤、沈

降防止剤 
25 3 (3) 

29-c 皮革処理剤 
準備工程（なめし前）薬剤（脱脂剤、脱灰

剤等） 
37 0.59 (0.59) 

31-c 
陶磁器、耐火物、ファインセラミッ

クス 

成形助剤（バインダー、増粘剤、可塑

剤、潤滑剤、分散剤等） 
5 0.031 (0.03) 

31-d 
陶磁器、耐火物、ファインセラミッ

クス 
滑剤、離型剤 1 0.0061 (0.006) 

32-b 
研削砥石、研磨剤、摩擦材、固

体潤滑剤 

研削砥石・研磨剤・摩擦材・固体潤滑剤

添加剤（バインダー、増粘剤、研磨助

剤、分散剤、摩擦調整剤、潤滑剤等） 

50 0.11 (0.1) 

34-b 表面処理剤 
めっき浴添加剤（光沢付与剤、煙霧防止

剤、無電解めっきの還元剤等） 
46 0.14 (0.097) 

36-e 

作動油、絶縁油、プロセス油、潤

滑油剤（エンジン油、軸受油、圧

縮機油、グリース等） 

作動油添加剤、潤滑油剤添加剤 103 0.16 (0.15) 

37-c 
金属加工油（切削油、圧延油、プ

レス油、熱処理油等）、防錆油 
水溶性金属加工油添加剤 162 0.89 (0.89) 

37-d 
金属加工油（切削油、圧延油、プ

レス油、熱処理油等）、防錆油 

不水溶性金属加工油添加剤、防錆油添

加剤 
2 0.011 (0.011) 

40-e 水処理剤 
消泡剤、凝集剤、濾過助剤、脱水助剤、

イオン交換樹脂再生剤 
22 0.57 (0.57) 

44-b 
建設資材添加物（コンクリート混

和剤、木材補強含浸剤等） 
コンクリート混和剤（強化剤、減水剤） 19 2 (2) 

45-b 

散布剤、埋立処分前処理薬剤

（融雪剤、土壌改良剤、消火剤

等） 

土壌改良剤、地盤改良剤 35 32 (32) 

99-a 輸出用 輸出用 328 0 (0) 

計 4, 292 314 (281) 
※( )は、うち水域への排出量 1 
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 1 

 2 
図 ２ PRTR 制度に基づく排出・移動量の経年変化 3 

 4 

表 13 PRTR 届出外排出量の内訳（平成 27 年度） 5 

 6 
  7 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

推計_移動体 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
推計_家庭 42.838 37.806 51.712 46.378 37.277 33.767 30.076 25.237 27.303 25.418
推計_非対象業種 529.052 733.039 594.238 820.773 733.074 585.815 619.893 554.19 612.628 441.535
推計_対象業種 116.257 252.921 177.558 127.363 72.817 56.817 58.698 44.897 46.388 44.803
届出_廃棄 362.922 261.015 196.407 180.753 157.018 120.727 135.89 114.115 122.734 119.614
届出_下水 54.422 50.584 41.012 28.303 21.84 18.251 19.04 17.939 17.467 18.168
届出_埋立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
届出_土壌 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
届出_水域 32.443 49.689 39.076 28.833 35.047 29.609 19.886 17.462 15.314 15.401
届出_大気 1.474 1.532 0.39 0.377 1.398 0.354 0.269 0.31 0.279 0.059
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４ 有害性評価 1 

NPEの親化合物及びその変化物の有害性情報は表 14～表 20のとおり。 2 

 3 

(１) 水生生物 4 
表 14 PNECwater 導出に利用可能な毒性値（NPE の親化合物） 5 

栄養段階 

(生物群) 

急 

性 

慢 

性 

毒性値 

(mg/L) 

生物種 エンドポイント等 

暴露期間 CAS 

被験物質

の平均EO

数 

出典 
種名 和名 

エンド 

ポイント 

影響内

容 

生産者 

（藻類） 
           

一次消費者 

（又は消費者）

（甲殻類） 

           

○  14 
Daphnia 

magna 
オオミジンコ EC50 IMM 48 時間 9016-45-9 9 【1】 

二次消費者

（又は捕食者） 

（魚類） 

           

 6 

表 15 PNECwater 導出に利用可能な毒性値（変化物①：NPE1 及び NPE2） 7 

栄養段階 

(生物群) 

急 

性 

慢 

性 

毒性値 

(mg/L) 

生物種 エンドポイント等 
暴露期

間 
CAS 

被験物質

の平均EO

数 

出典 
種名 和名 

エンド 

ポイント 
影響内容 

生産者 

（藻類） 
 ○ 0.375 

Pseudokirchn

eriella 

subcapitata 

ムレミカヅキ

モ（緑藻） 
NOEC 

GRO 

(RATE) 
72 時間 68412-54-4 2 【2】 

一次消費者 

（又は消費者）

（甲殻類） 

 ○ 0.0077 
Americamysis 

bahia 
アミ科 NOEC REP 28 日 68412-54-4 1-1.5 【3】 

○  0.716 
Ceriodaphnia 

dubia 

ニセネコゼミ

ジンコ 
LC50 MOR 48 時間 68412-54-4 2 【4】 

二次消費者（又

は捕食者） 

（魚類） 

           

 8 

表 16 PNECwater 導出に利用可能な毒性値（変化物②：NP） 9 

栄養段階 

(生物群) 

急 

性 

慢 

性 

毒性値 

(mg/L) 

生物種 エンドポイント等 
暴露期

間 
CAS 出典 

種名 和名 
エンド 

ポイント 
影響内容 

生産者 

（藻類） 

 ○ 0.01 
Skeletonema 

costatum 

スケレトネマ

属（珪藻） 
NOEC 

GRO 

(RATE) 
72 時間 84852-15-3 【5】 

 ○ 0.09 

Pseudokirchner

iella 

subcapitata 

ムレミカヅキ

モ（緑藻） 
NOEC 

GRO 

(RATE) 
72 時間 84852-15-3 【6】 

 ○ 0.29 

Pseudokirchner

iella 

subcapitata 

ムレミカヅキ

モ（緑藻） 
EC10 

GRO 

(RATE) 
72 時間 84852-15-3 【7】 

 ○ 0.51 
Desmodesmus 

subspicatus 

デスモデス

ムス属（イカ

ダモ属） 

EC10 
GRO(Bioma

ss) 
72 時間 84852-15-3 【8】 
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栄養段階 

(生物群) 

急 

性 

慢 

性 

毒性値 

(mg/L) 

生物種 エンドポイント等 
暴露期

間 
CAS 出典 

種名 和名 
エンド 

ポイント 
影響内容 

○  2.32 
Desmodesmus 

subspicatus 

デスモデス

ムス属（イカ

ダモ属） 

EC50 
GRO(Bioma

ss) 
72 時間 84852-15-3 【8】 

一次消費者 

（又は消費者）

（甲殻類） 

 ○ 0.0039 
Americamysis 

bahia 
アミ科 NOEC GRO 28 日間 84852-15-3 【9】 

 ○ 0.0067 
Americamysis 

bahia 
アミ科 NOEC PROG 28 日間 84852-15-3 【9】 

 ○ 0.0091 
Americamysis 

bahia 
アミ科 NOEC SURV 28 日間 84852-15-3 【9】 

 ○ 0.013 Daphnia magna オオミジンコ NOEC REP 21 日間 84852-15-3 【10】 
○  0.0207 Hyalella azteca ヨコエビ科 EC50 IMM 96 時間 25154-52-3 【11】 
○  0.0207 Hyalella azteca ヨコエビ科 LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【11】 
 ○ 0.024 Daphnia magna オオミジンコ NOEC REP 21 日間 25154-52-3 【12】 

○  0.043 
Americamysis 

bahia 
アミ科 LC50 MOR 96 時間 84852-15-3 【13】 

○  0.0606 
Americamysis 

bahia 
アミ科 LC50 MOR 96 時間 84852-15-3 【14】 

○  0.0844 Daphnia magna オオミジンコ EC50 IMM 48 時間 84852-15-3 【15】 
 ○ ≧0.1 Daphnia magna オオミジンコ NOEC REP 21 日間 84852-15-3 【16】 
○  0.104 Daphnia magna オオミジンコ EC50 MOR 48 時間 25154-52-3 【11】 
 ○ 0.116 Daphnia magna オオミジンコ NOEC PROG 21 日間 25154-52-3 【11】 
○  0.14 Daphnia magna オオミジンコ EC50 IMM 48 時間 84852-15-3 【17】 

○  0.178 
Tigripus 

japonica 

シオダマリミ

ジンコ 
LC50 MOR 48 時間 25154-52-3 【18】 

○  0.19 Daphnia magna オオミジンコ EC50 IMM 48 時間 25154-52-3 【12】 
○  0.281 Daphnia magna オオミジンコ EC50 IMM 48 時間 104-40-5 【19】 

○  0.41 
Hyale 

barbicornis 

フサゲモク

ズ 
LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【20】 

○  0.774 Physa virgata 
サカマキガ

イ属 
LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【11】 

二次消費者（又

は捕食者） 

（魚類） 

 ○ 0.00127 Oryzias latipes メダカ LOEC 

REP(F1 世

代での総産

卵数・受精

卵数) 

18 週 

(F0: 3

週、

F1:15週) 

84852-15-3 【21】 

 ○ 0.006 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス NOEC GRO 91 日 25154-52-3 【11】 

 ○ 0.0074 
Pimephales 

promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
NOEC MOR 33 日 84852-15-3 【22】 

 ○ 0.0116 Oryzias latipes メダカ NOEC 
GRO 

(weight) 
60 日 84852-15-3 【23】 

 ○ 0.022 Oryzias latipes メダカ NOEC GRO/MOR 43 日間 25154-52-3 【24】 

 ○ 0.023 
Pimephales 

promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
NOEC GRO 33 日 84852-15-3 【22】 

 ○ 0.023 
Pimephales 

promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
NOEC GRO 33 日 84852-15-3 【22】 

 ○ 0.0235 Oryzias latipes メダカ NOEC 
GRO 

(Length) 
60 日 84852-15-3 【23】 

 ○ 0.033 Oryzias latipes メダカ NOEC GRO/MOR 43 日間 25154-52-3 【25】 
 ○ 0.0447 Oryzias latipes メダカ NOEC MOR 60 日 84852-15-3 【23】 
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栄養段階 

(生物群) 

急 

性 

慢 

性 

毒性値 

(mg/L) 

生物種 エンドポイント等 
暴露期

間 
CAS 出典 

種名 和名 
エンド 

ポイント 
影響内容 

○  0.071 Pagrus major マダイ LC50 MOR 48 時間 25154-52-3 【26】 
○  0.079 Pagrus major マダイ LC50 MOR 48 時間 25154-52-3 【27】 

○  0.0951 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【28】 

○  0.108 Cyprinus carpio コイ LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【26】 
○  0.118 Pagrus major マダイ LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【27】 
○  0.126 Pagrus major マダイ LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【26】 

○  0.128 
Pimephales 

promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【11】 

○  0.135 
Pimephales 

promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【29】 

○  0.140 
Pimephales 

promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50 MOR 96 時間 104-40-5 【30】 

○  0.154 Cyprinus carpio コイ LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【26】 
○  0.22 Oryzias latipes メダカ LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【31】 

○  0.221 
Oncorhynchus 

mykiss 
ニジマス LC50 MOR 96 時間 25154-52-3 【11】 

○  0.31 
Cyprinodon 

variegatus 

シープスヘ

ッドミノー 
LC50 MOR 96 時間 84852-15-3 【32】 

【エンドポイント】 1 
EC50（Median Effective Concentration）：半数影響濃度、LC50（Median Lethal Concentration）：半数致死濃度、 2 
NOEC（No Observed Effect Concentration）： 無影響濃度 3 
【影響内容（記号）】 4 

GRO（Growth）：生長（植物）、成長（動物）、IMM（Immobilization）：遊泳阻害、MOR（Mortality）：死亡、5 
PROG（Progeny counts/numbers）：産仔数、REP（Reproduction）：繁殖、再生産、SUV(survival)：生残 6 
（）内：試験結果の算出法、または測定項目 7 
biomass：生長曲線下の面積より求める方法（面積法）、RATE：生長速度より求める方法（速度法）、length：体長また8 
は全長を測定、weight：重量を測定 9 
 10 
(２) 底生生物 11 

表 17 PNECsed 導出に利用可能な毒性値（変化物②：NP） 12 

栄養段階 

(生物群) 

急 

性 

慢 

性 

毒性値 

(mg/kg-

dw) 

生物種 エンドポイント等 
暴露期

間 
CAS 

被験物

質の平

均EO数 

出典 
種名 和名 

エンド 

ポイント 

影響内

容 

内在/懸濁物・

堆積物食者 
 ○ 229 

Chironomus 

riparius 

ドブユス

リカ 
EC10 羽化 28 日 84852-15-3  【33】 

内在/堆積物

食者 
 ○ 358 

Tubifex 

tubifex 

イトミミ

ズ科 
EC10 REP 28 日 84852-15-3  【33】 

【エンドポイント】 13 
EC10（10％ Effective Concentration）：10％影響濃度 14 
【影響内容】 15 
REP（Reproduction）：繁殖、再生産 16 
 17 

  18 
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(３) 有害性情報のまとめ 1 
 2 

表 18 有害性情報のまとめ（NPE の親化合物） 3 

 水生生物 底生生物 

PNEC 0.014 mg/L（14 µg/L） 8.6mg/kg-dw 

キースタディの毒性値 14 mg/L － 

UFs 1000 － 

（キースタディの 

エンドポイント） 

甲殻類の遊泳阻害に対する半数

影響濃度 

（水生生物に対する PNECwaterと Koc

からの平衡分配法による換算値） 

 4 

表 19 有害性情報のまとめ（変化物①：NPE1 及び NPE2） 5 

 水生生物 底生生物 

PNEC 0.00015 mg/L（0.15 µg/L） 0.010mg/kg-dw 

キースタディの毒性値 0.0077 mg/L（7.7 µg/L） － 

UFs 50 － 

（キースタディの 

エンドポイント） 

甲殻類の繁殖影響に対する無

影響濃度 

（水生生物に対するPNECwaterとKocか

らの平衡分配法による換算値） 

 6 

表 20 有害性情報のまとめ（変化物②：NP） 7 

 水生生物 底生生物 

PNEC 0.000063 mg/L（0.063 µg/L） 4.5 mg/kg-dw 

キースタディの毒性値 0.00063 mg/L（0.63 µg/L） 229mg/kg-dw 

UFs 10 50 

（キースタディの 

エンドポイント） 
魚類の繁殖に対する無影響濃度（相当） 

ドブユスリカの羽化に対

する 10％影響濃度 

  8 
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５ リスク推計結果の概要 1 

５-１ 排出源ごとの暴露シナリオによる評価 2 

∙ 化審法の届出情報を用いた結果及び、PRTR届出情報を用いて、排出源ごとの暴露シナリオの推3 

計モデル（PRAS-NITE Ver.1.1.1）により、評価を行った。このうち、PRTR届出情報に基づくリ4 

スク推計結果の方がより実態を反映していると考えられたため、結果を表 21に示す。 5 

∙ PRTR届出情報を用いた結果では、水生生物及び底生生物ともにリスク懸念箇所は 1箇所であっ6 

た。 7 

 8 

表 21 PRTR 情報に基づく生態に係るリスク推計結果 9 

 リスク懸念箇所数 排出源の数 

水生生物に対するリスク推計結果 1 299 

底生生物に対するリスク推計結果 1 299 

※届出事業所に加えて、移動先の下水道終末処理施設も排出源として考慮した。PRTR届出外排出量推計手法に従10 
って下水処理場での水域移行率を 1%とした。 11 
 12 

５-２ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる評価 13 

∙ PRTR届出情報（H27年度）を用いて、様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオによる推計モ14 

デル（G-CIEMS ver.0.91）により、NPEの親化合物の水質濃度及び底質濃度の計算を行い、水域15 

における評価対象地点 3,705流域のリスク推計を行った。 16 

∙ 化審法届出情報に基づく推計排出量（H27年度）のうち、長期使用製品の使用段階からの排出量17 

及び家庭用・業務用用途の使用段階からの排出量は、PRTRの排出量に含まれていないと考えら18 

れる。その推計排出量は PRTRの排出量と比較して少なくないことから、本評価では、これらの19 

推計排出量を人口に比例して３次メッシュに割り当てて PRTRの排出量に加えて G-CIEMSの濃20 

度推計に用いた。 21 

∙ 水質濃度の推計結果は以下の表 22のとおり。この結果、PECwater/PNECwater比≧1となるのは22 

100 流域超であった。なお、NPE の親化合物の排出量のうち、PRTR 届出外推計における農薬、23 

家庭用・防疫用殺虫剤及び化粧品用界面活性剤からの排出量については化審法適用範囲外である24 

ことから、それら用途の PRTR届出外推計排出量を除外した推計も行った。 25 

∙ 底質濃度の推計結果は表 23 のとおり。この結果、PECsed/PNECsed 比≧1 となるのは 1 流域で26 

あった。 27 

  28 

                                                        
1 リスク評価向けに一部修正を加えている（全国一括計算を可能にした）。 
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表 22 G-CIEMS による濃度推計結果に基づく PECwater/PNECwater 比区分別地点数 1 

（NPE の親化合物） 2 

PECwater／PNECwater 比の区分 

水生生物 

PRTR（化審法対象

除外用途含む） 

+化審法長期使用 

PRTR（化審法対象

範囲）のみ 

PRTR（化審法対象

範囲） 

+化審法長期使用 

1≦PECwater/PNECwater 173 128 173 

0.1≦PECwater/PNECwater＜1 811 746 807 

PECwater/PNECwater＜0.1 2, 721 2, 831 2, 725 

 3 

表 23 G-CIEMS による濃度推計結果に基づく PECsed/PNECsed 比区分別地点数 4 

（NPE の親化合物） 5 

PECsed／PNECsed 比の区分 

底生生物 

PRTR（化審法対象除

外用途含む） 

+化審法長期使用 

PRTR（化審法対

象範囲）のみ 

PRTR（化審法対象

範囲） 

+化審法長期使用 

1≦PECsed/PNECsed 1 1 1 

0.1≦PECsed/PNECsed＜1 214 166 214 

PECsed/PNECsed＜0.1 3, 490 3, 538 3, 490 

 6 

５-３ 環境モニタリングデータによる評価 7 

∙ 直近 5年及び過去 10年の評価対象物質に係る水質モニタリングにおける最大濃度を元に、リス8 

クを評価した。結果は表 24のとおり。 9 

∙ 直近 5年及び 10年の底質モニタリング調査が行われていないため、底質においては環境モニタ10 

リングデータによる評価は実施していない。 11 

 12 

表 24 水質モニタリングによる PEC/PNEC 比区分別地点数 13 

PECwater／PNECwater 比の区分 
水生生物 

NPE の親化合物 変化物 1（NPE1 及び 2） 変化物 2（NP） 

1≦PECwater/PNECwater 0 7 524 

0.1≦PECwater/PNECwater＜1 2 11 102 

PECwater/PNECwater＜0.1 36 14 2 

  14 
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６ 付属資料 1 

６-１ 化学物質のプロファイル 2 

 3 

表 25 化審法に係る情報 4 

優先評価化学物質官報公示名称 

α－（ノニルフェニル）－ω－ヒドロキシポリ（オキシエ

チレン）（別名ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニル

エーテル） 

優先評価化学物質通し番号 86 

優先評価化学物質指定官報公示日 平成 23 年 4 月 1 日 

官報公示整理番号、官報公示名称 

7-172： ポリオキシアルキレン（Ｃ＝２～４，８）モノ

［アルキル又はアルケニル（Ｃ＝１～１８）フェニル］エ

ーテル（ｎ＝１～１５０） 

関連する物質区分 
既存化学物質 

旧第三種監視化学物質 

既存化学物質安全性点検結果(分解性･蓄積性) 難分解性・低濃縮性 

既存化学物質安全性点検結果(人健康影響) 未実施 

既存化学物質安全性点検結果(生態影響) 未実施 

優先評価化学物質の製造数量等の届出に含ま

れるその他の物質(注) 
なし 

（注）「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の運用について」の「２．新規化学物質の製造又は輸入に5 
係る届出関係」により新規化学物質としては取り扱わないものとしたもののうち、構造の一部に優先評価化学物6 
質を有するもの（例：分子間化合物、ブロック重合物、グラフト重合物等）及び優先評価化学物質の構成部分を7 
有するもの（例：付加塩、オニウム塩等）については、優先評価化学物質を含む混合物として取り扱うこととし、8 
これらの製造等に関しては、優先評価化学物質として製造数量等届出する必要がある。(「化学物質の審査及び製9 
造等の規制に関する法律の運用について」平成 23年 3月 31日薬食発 0331第 5号、平成 23･03･29 製局第 3号、10 
環保企発第 110331007号） 11 

 12 

表 26 国内におけるその他の関係法規制 13 

国内における関係法規制 対象 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の改善の促進に関する法律(化管法) 

(平成 21 年 10 月 1 日から施行) 

ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル 

：第一種指定化学物質 1-410 

(旧)化管法 (平成 21 年 9 月 30 日まで) 
ポリ（オキシエチレン）＝ノニルフェニルエーテル 

：第一種指定化学物質 1-309 

毒物及び劇物取締法 － 

労働安全

衛生法 

製造等が禁止される有害物等 － 

製造の許可を受けるべき有害物 － 

名称等を表示し、又は通知すべき危険

物及び有害物 
－ 

危険物 － 

特定化学物質等 － 

鉛等/四アルキル鉛等 － 

有機溶剤等 － 
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国内における関係法規制 対象 

作業環境評価基準で定める管理濃度 － 

強い変異原性が認められた化学物質 － 

化学兵器禁止法 － 

オゾン層保護法 － 

環境 

基本法 

大気汚染に係る環境基準 － 

水質汚濁に係る

環境基準 

人の健康の保護に

関する環境基準 
－ 

生活環境の保全に

関する環境基準 
－ 

地下水の水質汚濁に係る環境基準 － 

土壌汚染に係る環境基準 － 

大気汚染防止法 － 

水質汚濁防止法 － 

土壌汚染対策法 － 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律 － 

出典：(独)製品評価技術基盤機構,化学物質総合情報提供システム(NITE-CHRIP), 1 
URL：http://www.nite.go.jp/chem/chrip/chrip_search/systemTop, 2 
平成 29年 12月 12日に CAS登録番号 9016-45-9、26571-11-9、27177-08-8、20427-84-3、104-35-8で検索 3 
  4 
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６-２ 暴露評価と各暴露シナリオでのリスク推計 1 

６-２-１ 環境媒体中の検出状況 2 

(１) 水質モニタリングデータ 3 
 4 

表 27 近年の水質モニタリングにおける最大濃度 5 

評価対象物質 期間 モニタリング事業名 
最大濃度 

（mg/L） 

親化合物 
直近年度（平成 24 年度～平

成 28 年度） 

要調査項目 

（平成 28 年度） 
0.0025 

変化物 1（NPE1、NPE2） 
直近年度（平成 24 年度～平

成 28 年度） 

要調査項目 

（平成 28 年度） 
0.0026 

変化物 2（NP） 
直近年度（平成 24 年度～平

成 28 年度） 

生活環境項目 

（平成 25 年度） 
0.14 

 6 

表 28 水質モニタリング結果（平成 19～28 年度） 7 

評価対象物質 年度 
モニタリング事業

名 

検出濃度範囲 

（mg/L） 

検出下限値 

（mg/L） 
検出地点数 

NPE の親化合物 平成 28 年度 要調査項目 <0.00005～0.0025 0.00005 11/47 

NPE の親化合物 平成 26 年度 黒本調査 <0.0000005～0.0011 
0.0000005～

0.0000081 
27/27 

変化物 1（NPE1、

NPE2） 
平成 28 年度 要調査項目 <0.00005～0.0026 0.00005 7/47 

変化物 1（NPE1、

NPE2） 
平成 26 年度 黒本調査 <0.00010～<0.030 0.030～0.000034 25/27 

変化物 2（NP） 平成 27 年度 生活環境項目 <0.00003～0.00088 0.00003～0.00006 210/3077 

変化物 2（NP） 平成 26 年度 生活環境項目 <0.000003～0.028 0.000003～0.00006 269/2662 

変化物 2（NP） 平成 25 年度 生活環境項目 <0.00006～0.0019 0.00006 393/2675 

変化物 2（NP） 平成 24 年度 生活環境項目 <0.00006～0.00026 0.00006 18/188 

変化物 2（NP） 平成 26 年度 黒本調査 <0.000005～0.00032 
0.000005～

0.000018 
25/30 

変化物 2（NP） 平成 24 年度 国交省内分泌 0.00019 不明 1/38 

変化物 2（NP） 平成 23 年度 国交省内分泌 0.00005～0.00041 不明 9/36 

変化物 2（NP） 平成 22 年度 国交省内分泌 不明～0.00114 不明 6/16 

変化物 2（NP） 平成 21 年度 国交省内分泌 0.00006～0.00064 不明 6/19 

変化物 2（NP） 平成 20 年度 国交省内分泌 0.00013～0.00041 不明 7/22 

変化物 2（NP） 平成 19 年度 国交省内分泌 0.0001～0.00091 不明 16/65 

変化物 2（NP） 平成 23 年度 要調査項目調査 0.00007～0.00029 0.00006 8/48 

変化物 2（NP） 平成 22 年度 要調査項目調査 0.0002～0.0009 0.0001 2/38 

変化物 2（NP） 平成 21 年度 要調査項目調査 0.0001～0.0008 0.0001 3/46 

変化物 2（NP） 平成 20 年度 要調査項目調査 0.0001～0.0055 0.0001 15/57 

変化物 2（NP） 平成 19 年度 要調査項目調査 0.0001～0.0006 0.0001 10/45 

 8 



19 

(２) 底質モニタリングデータ 1 
直近 5年及び過去 10年にわたって評価対象物質の底質モニタリングは行われていない。 2 

 3 

６-２-２ 排出源ごとの暴露シナリオによる暴露評価とリスク推計 4 

(１) PRTR 情報に基づく評価 5 

① PRTR 排出量 6 
 7 

表 29 PRTR 届出事業所ごとの排出量(上位 10 箇所) 8 

 9 
注：上記の表は平成 27年度実績の PRTR 届出 258事業所及び移動先の下水道終末処理施設 41箇所のうち、水域10 
への排出量の多い上位 10箇所を示す。PRTR届出外排出量推計手法に従って下水処理場での水域移行率を 1%とし11 
た。 12 
 13 

② リスク推計結果 14 
 15 

表 30  PRTR 情報に基づく水生生物及び底生生物におけるリスク推計結果（PEC/PNEC） 16 

(上位 10 箇所) 17 

 18 
 19 
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No. 都道府県
大気排出�
量[t/year]

水域排出�
量[t/year]

合計排出�
量[t/year]

業種名等 排出先水域名称

1 Ｈ県 0 8.6 8.6 鉄鋼業 Ａ海域
2 Ｉ県 0 1.5 1.5 輸送用機械器具製造業 Ａ川
3 Ｉ県 0 1.1 1.1 輸送用機械器具製造業 Ｂ川
4 Ｊ県 0 1.1 1.1 鉄鋼業 Ｂ海域
5 Ｋ県 0 0.52 0.52 鉄鋼業 Ｃ海域
6 Ｌ県 0 0.47 0.47 窯業・土石製品製造業 Ｃ川
7 Ｍ県 0 0.32 0.32 電気機械器具製造業 Ｄ海域
8 Ｎ県 0 0.29 0.29 金属製品製造業 Ｄ川
9 Ｌ県 0 0.25 0.25 非鉄金属製造業 Ｃ川
10 Ｊ県 0 0.22 0.22 非鉄金属製造業 Ｂ海域

No. 都道府県 業種名等
水域排出�
量[t/year]

水中濃度�
[mg/L]

底質中濃度�
[mg/kg-dry]

PNEC�
(水生生物)�
[mg/L]

PEC/PNEC�
(水生生物)

PNEC�
(底生生物)�
[mg/kg-dry]

PEC/PNEC�
(底生生物)

1 Ｈ県 鉄鋼業 8.6 1.1×10-2 6.5×100 0.014 0.75 8.6 0.75

2 Ｉ県 輸送用機械器具製造業 1.5 1.8×10-2 1.1×101 0.014 1.3 8.6 1.3

3 Ｉ県 輸送用機械器具製造業 1.1 1.3×10
-2 8.3×100 0.014 0.96 8.6 0.96

4 Ｊ県 鉄鋼業 1.1 1.3×10-3 8.3×10-1 0.014 0.096 8.6 0.096

5 Ｋ県 鉄鋼業 0.52 6.4×10-4 3.9×10-1 0.014 0.046 8.6 0.045

6 Ｌ県 窯業・土石製品製造業 0.47 5.8×10
-3 3.5×100 0.014 0.41 8.6 0.41

7 Ｍ県 電気機械器具製造業 0.32 3.9×10-4 2.4×10-1 0.014 0.028 8.6 0.028

8 Ｎ県 金属製品製造業 0.29 3.6×10-3 2.2×100 0.014 0.25 8.6 0.25

9 Ｌ県 非鉄金属製造業 0.25 3.1×10-3 1.9×100 0.014 0.22 8.6 0.22

10 Ｊ県 非鉄金属製造業 0.22 2.7×10
-4
1.7×10

-1 0.014 0.019 8.6 0.019



20 

６-２-３ 様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオにおける暴露評価とリスク推計 1 

(１) 環境中濃度等の空間的分布の推計（PRTR 情報の利用） 2 

① 推計条件 3 
表 31 G-CIEMS の計算に必要なデータのまとめ 4 

G-CIEMS の入力パラ

メータ 
項目 単位 採用値 詳細 

HnrysCnstnt ヘンリー係数 Pa・m3/mol 4.0x10-17 MPBPVP による推計値  

Slblty 水溶解度 mol/m3 1621 水に可溶 

VaporPrssr 蒸気圧 Pa 6.7x10-13 MPBPVP による推計値 

Kow 
オクタノールと水との間

の分配係数 
- 3.2 10logKow 

DgrdtnRate_Air_gas 
大気中分解速度定数

（ガス） 
s-1 8.02x10-5 

大気における機序別分解半減

期の総括値 0.10 日の換算値 

DgrdtnRate_Air_prtcl 
大気中分解速度定数

（粒子） 
s-1 8.02x10-5 

大気における機序別分解半減

期の総括値 0.10 日の換算値 

DgrdtnRate_Water_sol 
水中分解速度定数（溶

液） 
s-1 1.32x10-6 

水中における機序別分解半減

期の総括値 6.1 日の換算値 

DgrdtnRate_Water_SS 
水中分解速度定数（懸

濁粒子） 
s-1 1.32x10-6 

水中における機序別分解半減

期の総括値 6.1 日の換算値 

DgrdtnRate_Soil 

DgrdtnRate_Soil_0～6 
土壌中分解速度定数 s-1 1.32x10-6 

土壌中における機序別分解半

減期の総括値 6.1 日の換算値 

DgrdtnRate_Sdmnt 底質中分解速度定数 s-1 3.21x10-7 
底質中における総括分解半減

期 25 日の換算値 

DgrdtnRate_Canopy 植生中分解速度定数 s-1 8.02x10-5 
大気における全分解半減期の

総括値 0.10 日の換算値 

 5 

表 32 PRTR 排出量情報（平成 27 年度）の全国排出量の内訳 6 

（化審法除外用途：農薬、家庭用・防疫用殺虫剤及び化粧品用界面活性剤を含む全用途） 7 

+化審法長期使用 8 

PRTR 排出量データ使用年度 平成 27 年度 

排出量 

○届出排出量  ：         15, 459 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：      59 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：   15, 401 kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 58kg/年） 

○届出外排出量：         511, 756 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：     144 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：  110, 092 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：  351, 414 kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 5, 265kg/年、土壌：

38, 029kg/年。また、下水処理施設からの届出外排出量 6, 812kg/年

は計算には含めていない。） 

○化審法長期使用：       52, 656 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：    1, 697 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：   26, 243 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：   22, 681 kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 1, 091kg/年、土壌：

943kg/年。） 

 9 
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表 33 PRTR 排出量情報（平成 27 年度）の全国排出量の内訳（化審法対象範囲のみ） 1 

PRTR 排出量データ使用年度 平成 27 年度 

排出量 

○届出排出量  ：         15, 459 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：      59 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：   15, 401 kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 58kg/年） 

○届出外排出量 ：       120, 471 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：     144 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：  108, 237 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：     100 kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 5, 173kg/年、土壌：

5kg/年。また、下水処理施設からの届出外排出量 6, 812kg/年は計算

には含めていない。） 

 2 

 3 

表 34 PRTR 排出量情報（平成 27 年度）の全国排出量の内訳（化審法対象範囲）+化審法長期使用 4 

PRTR 排出量データ使用年度 平成 27 年度 

排出量 

○届出排出量  ：         15, 459 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：      59 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：    15, 401kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 58kg/年） 

○届出外排出量：        160, 421 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：   14, 376 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：  110, 091 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：     100 kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 35, 754kg/年、土

壌：2kg/年。また、下水処理施設からの届出外排出量 6, 812kg/年は

計算には含めていない。） 

○化審法長期使用：       52, 656 kg/年 

G-CIEMS 用大気排出量：    1, 697 kg/年 

G-CIEMS 用水域排出量：   26, 243 kg/年 

G-CIEMS 用土壌排出量：   22, 681 kg/年 

（G-CIEMS で対応付けられていない排出量：水域 1, 091kg/年、土壌：

943kg/年。） 

 5 

  6 
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② 環境中濃度の推計結果 1 
 2 

表 35 G-CIEMS で計算された評価対象地点における水質濃度及びPEC/PNEC比（NPEの親化合物）3 

（PRTR 化審法除外用途を含む+化審法長期使用） 4 

パーセン

タイル 
順位 

PECwater 

(水質濃度) 

[mg/L] 

PNECwater 

[mg/L] 

PECwater 

/PNECwater 比 

[-] 

0 1 4.9x10-10 0.014 3.5x10-8 

0.1 4 8.2x10-10 0.014 5.9x10-8 

1 37 6.5x10-8 0.014 4.6x10-6 

5 185 2.7x10-6 0.014 0.00019 

10 371 9.9x10-6 0.014 0.00071 

25 926 5.7x10-5 0.014 0.0041 

50 1853 0.00029 0.014 0.021 

75 2779 0.0016 0.014 0.11 

90 3335 0.0066 0.014 0.47 

95 3520 0.013 0.014 0.93 

99 3668 0.034 0.014 2.5 

99.9 3701 0.11 0.014 7.8 

99.92 3702 0.11 0.014 7.8 

99.95 3703 0.11 0.014 7.9 

99.97 3704 0.11 0.014 7.9 

100 3705 0.17 0.014 12 
※PEC/PNEC比の項目中の網掛けのセルは 0.1以上 1未満、白抜きのセルは 1以上を表す。 5 

 6 

表 36 G-CIEMS で計算された評価対象地点における水質濃度及びPEC/PNEC比（NPEの親化合物）7 

（PRTR 化審法対象範囲のみ） 8 

パーセン

タイル 
順位 

PECwater 

(水質濃度) 

[mg/L] 

PNECwater 

[mg/L] 

PECwater 

/PNECwater 比 

[-] 

0 1 1.6x10
-23
 0.014 1.2x10

-21
 

0.1 4 2.9x10
-22
 0.014 2.1x10

-20
 

1 37 5.4x10
-9
 0.014 3.9x10

-7
 

5 185 7.9x10
-7
 0.014 5.7x10

-5
 

10 371 3.7x10
-6
 0.014 0.00027 

25 926 2.6x10
-5
 0.014 0.0019 

50 1853 0.00015 0.014 0.011 

75 2779 0.00080 0.014 0.057 

90 3335 0.0032 0.014 0.23 

95 3520 0.0068 0.014 0.49 

99 3668 0.020 0.014 1.4 

99.9 3701 0.073 0.014 5.2 

99.92 3702 0.076 0.014 5.4 

99.95 3703 0.086 0.014 6.1 

99.97 3704 0.088 0.014 6.3 

100 3705 0.11 0.014 7.9 
※PEC/PNEC比の項目中の網掛けのセルは 0.1以上 1未満、白抜きのセルは 1以上を表す。 9 

 10 
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表 37 G-CIEMS で計算された評価対象地点における水質濃度及びPEC/PNEC比（NPEの親化合物）1 

（PRTR 化審法対象範囲 +化審法長期使用） 2 

パーセン

タイル 
順位 

PECwater 

(水質濃度) 

[mg/L] 

PNECwater 

[mg/L] 

PECwater 

/PNECwater 比 

[-] 

0 1 9.8x10
-12
 0.014 7.0x10

-10
 

0.1 4 1.0x10
-10
 0.014 7.5x10

-9
 

1 37 4.1x10
-8
 0.014 2.9x10

-6
 

5 185 2.0x10
-6
 0.014 0.00014 

10 371 8.3x10
-6
 0.014 0.00059 

25 926 5.1x10
-5
 0.014 0.0036 

50 1853 0.00026 0.014 0.018 

75 2779 0.0014 0.014 0.10 

90 3335 0.0060 0.014 0.43 

95 3520 0.012 0.014 0.85 

99 3668 0.033 0.014 2.3 

99.9 3701 0.10 0.014 7.2 

99.92 3702 0.10 0.014 7.5 

99.95 3703 0.10 0.014 7.5 

99.97 3704 0.11 0.014 7.6 

100 3705 0.17 0.014 12. 
※PEC/PNEC比の項目中の網掛けのセルは 0.1以上 1未満、白抜きのセルは 1以上を表す。 3 

 4 

表 38 G-CIEMS で計算された評価対象地点における底質濃度及びPEC/PNEC比（NPEの親化合物）5 

（PRTR 化審法除外用途を含む+化審法長期使用） 6 

パーセン

タイル 
順位 

PECsed 

(底質濃度) 

[mg/kg-dry] 

PNECsed 

[mg/kg-dry] 

PECsed 

/PNECsed 比 

[-] 

0 1 3.6x10-8 8.6 4.2x10-9 

0.1 4 6.2x10-8 8.6 7.2x10-9 

1 37 4.2x10-6 8.6 4.9x10-7 

5 185 0.00020 8.6 2.3x10-5 

10 371 0.00073 8.6 8.5x10-5 

25 926 0.0043 8.6 0.00050 

50 1853 0.022 8.6 0.0025 

75 2779 0.12 8.6 0.014 

90 3335 0.50 8.6 0.058 

95 3520 1.0 8.6 0.11 

99 3668 2.6 8.6 0.30 

99.9 3701 8.2 8.6 0.95 

99.92 3702 8.2 8.6 0.96 

99.95 3703 8.3 8.6 0.96 

99.97 3704 8.3 8.6 0.96 

100 3705 13. 8.6 1.5 
※PEC/PNEC比の項目中の網掛けのセルは 0.1以上 1未満、白抜きのセルは 1以上を表す。 7 

  8 
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表 39 G-CIEMS で計算された評価対象地点における底質濃度及びPEC/PNEC比（NPEの親化合物）1 

（PRTR 化審法対象範囲のみ） 2 

パーセン

タイル 
順位 

PECsed 

(底質濃度) 

[mg/kg-dry] 

PNECsed 

[mg/kg-dry] 

PECsed 

/PNECsed 比 

[-] 

0 1 4.5x10-11 8.6 5.2x10-12 

0.1 4 1.9x10-10 8.6 2.2x10-11 

1 37 5.6x10-7 8.6 6.5x10-8 

5 185 9.7x10-5 8.6 1.1x10-5 

10 371 0.00048 8.6 5.6x10-5 

25 926 0.0032 8.6 0.00038 

50 1853 0.017 8.6 0.0019 

75 2779 0.091 8.6 0.011 

90 3335 0.38 8.6 0.044 

95 3520 0.78 8.6 0.091 

99 3668 2.2 8.6 0.25 

99.9 3701 7.3 8.6 0.85 

99.92 3702 7.4 8.6 0.86 

99.95 3703 7.5 8.6 0.87 

99.97 3704 7.6 8.6 0.88 

100 3705 12. 8.6 1.4 
※PEC/PNEC比の項目中の網掛けのセルは 0.1以上 1未満、白抜きのセルは 1以上を表す 3 

 4 

表 40 G-CIEMS で計算された評価対象地点における底質濃度及びPEC/PNEC比（NPEの親化合物）5 

（PRTR 化審法対象範囲のみ+化審法長期使用） 6 

パーセン

タイル 
順位 

PECsed 

(底質濃度) 

[mg/kg-dry] 

PNECsed 

[mg/kg-dry] 

PECsed 

/PNECsed 比 

[-] 

0 1 7.4x10
-10
 8.6 8.6x10

-11
 

0.1 4 7.9x10
-9
 8.6 9.1x10

-10
 

1 37 2.6x10
-6
 8.6 3.0x10

-7
 

5 185 0.00014 8.6 1.6x10
-5
 

10 371 0.00062 8.6 7.2x10
-5
 

25 926 0.0038 8.6 0.00044 

50 1853 0.019 8.6 0.0023 

75 2779 0.010 8.6 0.012 

90 3335 0.45 8.6 0.053 

95 3520 0.89 8.6 0.10 

99 3668 2.4 8.6 0.28 

99.9 3701 7.6 8.6 0.88 

99.92 3702 7.8 8.6 0.91 

99.95 3703 7.9 8.6 0.92 

99.97 3704 8.0 8.6 0.93 

100 3705 12. 8.6 1.4 
※PEC/PNEC比の項目中の網掛けのセルは 0.1以上 1未満、白抜きのセルは 1以上を表す 7 

 8 

  9 
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③ 環境中分配比率等の推計結果 1 
 2 

表 41 環境中の排出先比率と G-CIEMS2で計算された環境中分配比率 3 

  PRTR 化審法対象範囲 
PRTR 化審法対象範囲 

+化審法長期使用 

排出先 

比率 

大気 10 8.4 

水域 90 68 

土壌 <1 24 

環境中 

分配比

率 

大気 <1 <1 

水域 76 73 

土壌 <1 10 

底質 24 17 

 4 

  5 

                                                        
2 他のモデルもあるが、PRAS-NITEは大気と水域の分配は考慮しないモデルであり、MNSEM3-NITEは日本全体
を 4つの箱に分けて大まかな分配傾向を見るモデルであるため、ここではメッシュごと・流域ごとに媒体間移行
を詳細に推計できる G-CIEMSの結果を掲載した。 
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６-２-４ 長期使用製品の排出シナリオと排出係数 1 
評価に用いた長期使用製品の排出シナリオと排出係数を表 42～表 43に示す。 2 

 3 

表 42 NPE の長期使用製品の排出シナリオと排出係数（1/2） 4 

 5 
  6 

大気 水域 土壌

15-g

塗料、
コーティ
ング剤[プ
ライマー
を含む]_
皮張り防
止剤、増
粘剤、消
泡剤、ブ
ロッキン
グ防止
剤、平滑
剤、導電
性改良剤

OECD ESD
#03
OECD ESD
#22

0.65 0.0035 0.056 0.056 10

・残存部分の土壌への排出係数
　＝(1－劣化・剥離の割合)×環境中への放散・溶出割合×土壌への分配
　＝(1-0.1)×0.0165×(0.008/(0.0005+0.008+0.008))＝0.0072

・土壌への排出係数
　＝劣化・剥離部分の土壌への排出係数＋残存部分の土壌への排出係数
　＝0.0485+0.0072=0.056

27-c

プラス
チック、
プラス
チック添
加剤、プ
ラスチッ
ク加工助
剤_可塑
剤、分散
剤

ウレタン原料の分散剤としての用いられる。NPEの大部分は反応消滅すると考
えられるとともに、閉鎖系で用いられることから、NPEの排出は想定されない

ヒアリング 0 - - - -

1015-h

OECD ESD
#03
OECD ESD
#22

0.65 0.0035 0.056 0.056

使用期
間
（年）

塗料のポリマーの乳化重合剤等の用途が考えられる。
塗膜の劣化・剥離又は塗膜中の内部拡散による放散・溶出が考えられる。

長期使用製品への移行及び劣化・剥離による環境中への排出についてはOECD
ESD#22 Coating Industryにおける、最大排出係数である自動車塗装（製造
時）のシナリオを採用した。放散。溶出の排出係数及び排出先媒体の選択に
はOECD ESD #03 Plastic Additivesの可塑剤等の排出シナリオを採用した。
なお、自動車使用時の排出では大気、水域、土壌への排出が考えられるが、
ESD #03 Plastic Additivesの可塑剤等で設定されている排出係数は大気と水
域のみであるため、水域への排出係数を水域と土壌に均等分配することとし
た。

・長期使用製品への移行係数=0.65

・劣化・剥離部分の大気への排出係数
　＝劣化・剥離の割合×環境中への放散・溶出割合×大気への分配
　＝0.1×1×（0.0005/(0.0005+0.008+0.008)）=0.00303

・残存部分の大気への排出係数
　＝(1－劣化・剥離の割合)×環境中への放散・溶出割合×大気への分配
　＝(1-0.1)×0.0165×(0.0005/(0.0005+0.008+0.008)）＝0.00045

・大気への排出係数
　＝剥離・摩耗部分の大気への排出係数＋残存部分の大気への排出係数
　＝0.00303+0.000452=0.0035

・劣化・剥離部分の水域への排出係数
　＝劣化・剥離の割合×環境中への放散・溶出割合×水域への分配
　＝0.1×1×（0.008/(0.0005+0.008+0.008)）=0.0485

・残存部分の水域への排出係数
　＝(1－劣化・剥離の割合)×環境中への放散・溶出割合×水域への分配
　＝(1-0.1)×0.0165×(0.008/(0.0005+0.008+0.008)）＝0.0072

・水域への排出係数
　＝劣化・剥離部分の水域への排出係数＋残存部分の水域への排出係数
　＝0.0485+0.0072=0.056

・劣化・剥離部分の土壌への排出係数
　＝劣化・剥離の割合×環境中への放散・溶出割合×土壌への分配
　＝0.1×1×（0.008/(0.0005+0.008+0.008)）=0.0485

塗料、
コーティ
ング剤[プ
ライマー
を含む]_
乳化剤、
分散剤、
濡れ剤、
浸透剤、
表面調整
剤、造膜
助剤

詳細
用途

用途分類
_詳細用途
分類

収集した情報から考えられる排出シナリオ 出典等
長期使用
製品への
移行係数

長期使用製品からの
排出係数



27 

 1 

表 43 NPE の長期使用製品の排出シナリオと排出係数（2/2） 2 

 3 
  4 

大気 水域 土壌

27-d

プラス
チック、
プラス
チック添
加剤、プ
ラスチッ
ク加工助
剤_安定化
剤（酸化
防止剤
等）

プラスチックの乳化重合剤や分散剤等の用途が考えられる。
プラスチックの劣化・剥離又はプラスチック中の内部拡散による浸出が考え
られる。

OECD ESD#03 PLASTIC ADDITIVESに記載のある酸化防止剤の屋外への排出係数
を用いる。
　・大気：0.0005
　・水域：0.0016×T

OECD ESD
#03

1 0.0005 0.016 - 10

28-g

合成ゴ
ム、ゴム
用添加
剤、ゴム
用加工助
剤_ラテッ
クス凝固
剤、乳化
剤、分散
剤、沈降
防止剤

本物質を含む具体的な製品情報は得られていないが、ゴムの分散剤等の用途
が考えられる。
排出は劣化・剥離又はゴム中の内部拡散による浸出が考えられる。

OECD ESD #06 RUBBER INDUSTRYのタイヤからの排出係数　0.12を採用する。
また、ETRMA報告書（ベルギー　2009）に記載されている大気：水域分配比
１：９を用い、排出係数は大気：0.01、水域：0.11とした。

OECD ESD
#06

1 0.01 0.11 - 5

32-b

研削砥
石、研磨
剤、摩擦
材、固体
潤滑剤_研
削砥石・
研磨剤・
摩擦材・
固体潤滑
剤添加剤
（バイン
ダー、増
粘剤、研
磨助剤、
分散剤、
摩擦調整
剤、潤滑
剤等）

当該用途に用いられているNPEについて、長期使用製品に含有されている実態
はなかった。

ヒアリング 0 - - - -

44-b

建設資材
添加物
（コンク
リート混
和剤、木
材補強含
浸剤等）_
コンク
リート混
和剤（強
化剤、減
水剤）

コンクリート混和時としての用途が考えられる。
コンクリート表面や劣化により生じたクラックからの溶出による排出が考え
られる。

該当するOECD ESDはない。

REACH ERC 10a（Widespread use of articles with low release
(outdoor))の排出係数を用いる。
・大気：0.0005
・水域：0.032
・土壌：0.032

REACH ERC
10a

1 0.0005 0.032 0.032 30

詳細
用途

用途分類
_詳細用途
分類

収集した情報から考えられる排出シナリオ 出典等
長期使用
製品への
移行係数

長期使用製品からの
排出係数

使用期
間
（年）
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６-３ 参照した技術ガイダンス 1 

 2 

表 44 参照した技術ガイダンスのバージョン一覧 3 

章 タイトル バージョン 

‐ 導入編 1.0 

Ⅰ 評価の準備 1.0 

Ⅱ 人健康影響の有害性評価 1.1 

Ⅲ 生態影響の有害性評価 1.0 

Ⅳ 排出量推計 1.1 

Ⅴ 暴露評価～排出源ごとの暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅵ 暴露評価～用途等に応じた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅶ 暴露評価～様々な排出源の影響を含めた暴露シナリオ～ 1.0 

Ⅷ 環境モニタリング情報を用いた暴露評価 1.0 

Ⅸ リスク推計・優先順位付け・とりまとめ 1.1 

 4 

  5 
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６-４ 環境モニタリングデータとモデル推計結果の比較解析 1 

６-４-１ 地点別のモニタリング濃度と G-CIEMS のモデル推計濃度との比較 2 
平成 28年度の要調査項目調査結果モニタリング濃度及び平成 28年度の黒本調査結果モニタリ3 

ング濃度と G-CIEMSのモデル推計濃度（平成 27年度排出量）を比較した結果を図 ３～図 ４に4 

示す。 5 

 6 

 7 

図 ３ 要調査項目調査結果モニタリング濃度（平成 28年度）及び黒本調査結果モニタリング濃度（平成8 

26 年度）と G-CIEMS 推計水域濃度(平成 27 年度の推計排出量データ使用)の比較（PRTR 届出+9 

届出外（化審法除外用途含む））3 10 

  11 

                                                        
3 NPEの平成 26～28年度の PRTR届出外推計結果に大きな違いはないため、比較年度のずれは許容されると考え
られる。 
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 1 

図 ４ 要調査項目調査結果モニタリング濃度（平成 28年度）及び黒本調査結果モニタリング濃度（平成2 

26 年度）と G-CIEMS 推計水域濃度(平成 27 年度の推計排出量データ使用)の比較（PRTR 届出+3 

届出外（化審法除外用途含む）+化審法長期使用）3 4 

 5 

  6 
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６-４-２ 地点別のモニタリング濃度と PRAS-NITE のモデル推計濃度との比較 1 
モデル推計に用いた排出年度に測定された環境モニタリング濃度は得られなかった。 2 

 3 

  4 
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